
石川県 加賀市 相談支援課 西 ミキ
令和６年１月２１日

地域共生社会に向けた
加賀市の取組

～加賀市版地域包括ケアシステムについて～



加賀市の状況

１．人口：62,720人（令和5年10月）住民基本台帳

２．高齢者数：22,402人（高齢化率35.7％）

３．認定者数：3,710人（１号認定率15.4％）
（事業対象者256人、要支援705人、要介護2,749人）

４．認知症高齢者数:2,575人（1号認知症高齢者率11.5％)

５．介護保険料：月額6,400円(第8期）

６．日常生活圏域：７圏域

７．地域包括支援センター：直営で１か所

サブセンター医療機関にH28.4より設置

ブランチ1６か所設置（R3.10より）

第5期は5,550円 第6期5,900円 第7期6,300円



加賀市の認知症施策全体について

・認知症になることを遅らせる取り
組み（一次予防）の推進

・早期発見・早期対応（二次予
防）、発症後の進行を遅らせる取り
組み（三次予防）

・認知症の人本人の視点に立った
「認知症バリアフリー」の推進

①啓発普及・
本人発信支援

認知機能低下のない人
認知機能低下のある人

（軽度認知機能低下（MCI）含む）
認知症の人

●認知症サポーター養成講座（キャラバン・メイト活動） ●地域包括支援センター
（ブランチ含む）の運営 ●介護なんでも110番相談窓口 ●当事者講演会
●認知症ケアパス（私の暮らし手帳） ●本人ミーティングの開催 ●個別地域ケア会議

②予防

③医療・ケア・介護サー
ビス・ 介護者への支援

●認知症初期集中支援チーム ●認知症対応力向上研修（中堅職員研修）
●認知症地域支援推進員の育成 ●多職種協働研修
●家族介護支援事業 ●認知症見立て塾
●認知症カフェやボランティア（認とも）の育成

④認知症バリアフリーの推進・若年性
認知症の人への支援・社会参加

●成年後見制度活用 ●見守りネットワーク（安心メール）
●チームオレンジの設置

⑤研究開発・産業
促進・国際展開

●認知症施策推進大綱 【基本的な考え】
認知症の発症を遅らせ、認知症になっても希望を持って日常生活を過ごせる社会を目指し認知症の人や家族の
視点を重視しながら、「共生」と「予防（※1）」を車の両輪として施策を推進

「予防（※１）」とは、
「認知症にならない」という意
味ではなく、「認知症になる
のを遅らせる」「認知症になっ
ても進行を緩やかにする」と
いう意味が込められている。

●地域おたっしゃサークル ●元気はつらつ塾 ●もの忘れ健診
●介護予防アプリ ●高齢者の介護予防と保健事業の一体的実施
●脳活性化プログラムの啓発普及 ●老い支度講座（かがやき予防塾）

令和６年３月議員立法により「共生社会実現を推進するための認知症基本法」が公布され今後１年以内に施行されることから国が今後策定
する認知症施策推進基本計画の内容を踏まえた施策を推進していく。

（本大綱の対象期間は、団塊の世代が75歳以上となる2025（令和７）年まで）



今までの認知症施策の取組み課題と方向性

◆地域での暮らしを福祉や介護分野だけで支えようとしている限界（地域づくりへ）

〇取り組み全体を通して、考えることが大切。バラバラで事業の展開はしない。

〇高齢者の相談において、多くの課題を抱えた世帯（家族に精神疾患の方や生
活困窮の方などがいる）が多い。本人支援を考えるときには、世帯全体をみて、
課題解決していく視点が不可欠。その為には、多くのネットワークが必要である。

〇個別地域ケア会議から地域づくりへの発展へ。民生委員、近所等地域の方も参
加し、具体的な個の支援を通して考えることが大切。小さなネットワークの積み
重ねが大事。

〇地域に存在する社会資源や風習も異なることから、市全体ではなく、地域の課
題は地域で解決していく取り組みへ。

〇これから考えていくべきことは、全世代・全対象型の相談窓口機能が求められ
ることから、他分野との連携は欠かせない。住民がしたい！ワクワクすることか
ら一緒に、その時間を過ごす。

〇地域における人の生活は、専門的サービスを提供する従事者だけでは機能しな
い。その地域の社会資源（人、物など）と共に考え、チャレンジする！



大規模施設

日常生活圏域

●自宅から離れた郊外の立地。
●県が指定し、加賀市民以外も利用。
●定員１００人規模などの大規模な施設。

他市町
郊外

第２期まで・・・

○生活圏域の中で事業所を整備。
（自宅の近くの住み慣れた地域で利用）
○少人数単位の介護を行う小規模の事業所
○なじみの場所で、なじみの職員による24時間
365日の切れ目のないサービス
○要介護者のみが集まる場でなく、地域住民も集う場へ

小規模事業所

小規模事業所

日常生活圏域

第３期以降（２００６年）・・・ 郊外の大規模施設は今後整備しない

地域密着型サービス事業所の整備



相談窓口・地域福祉コーディネーターについて

〇地域包括支援センターの相談窓口（包括ブランチ）を地域密着型サービス事業所に設置し、
地域福祉コーディネーターを配置

地域密着型サービス 併設

学校・保育園 と
の交流

民生委員・老人クラブ・自治
会・地域おたっしゃサークル ・
サロン等との連携、交流

ブランチ（相談窓口）と地域福祉コーディネーター

高齢者住宅

相談窓口機能
個別支援のためのマッチング
⇒地域づくりにつなげる

市役所

地区単位（おおむね小学校区）

16か所設置

拠点

◆高齢者の相談において、多くの課題を抱えた世帯が多い。その課題を解決して支援して
いくためには、多くのネットワークが必要不可欠である。
◆これから考えていくべきことは、ブランチ・地域福祉コーディネーター機能を活かして、全
世代型の相談窓口機能が求められる。その為には、他分野との連携は欠かせない。

地域住民が
集まる取組み

地域包括支援センター

要介護者が地域へ
出かける取組み

介護予防拠点



どんな人材になって欲しい？なりたい？

〇相手の立場で考えることができる人
〇頼りになる存在
〇職員どうし相談しあえる関係（知識、技術、気軽に聞け
る関係性）
〇本人の「できること」を見れる人
〇家族を巻き込める人
〇本人の意向をつらぬき支援できる人
〇あきらめない覚悟のある人
〇決断できる人
〇予後予測できる人
〇他機関を巻き込める人
〇予防の視点のある人
〇危機察知能力のある人 などなど



【加賀市相談支援課】
〇生活保護 〇生活困窮者支援 〇消費生活センター
〇ひきこもり支援 〇孤独・孤立支援 〇行政相談
〇DV相談 など

【加賀市基幹型地域包括支援センター】
〇総合相談支援 〇包括的・継続的ケアマネジメント支援
〇権利擁護
〇介護予防ケアマネジメント業務 〇在宅医療・介護連携推進
〇生活支援体制構築 〇認知症総合支援事業
〇障がいのある人の相談窓口 など

【機能】
身近な相談
窓口機能

地域づくり

機能

健康づくり
機能

ブランチ業務（個別援助業務）
○地区高齢者の個別相談、支援 ○２４時間３６５日の対応

委託先：市内１６の地域密着サービス事業所

地域福祉コーディネート業務
○地域資源の把握、開発、担い手育成、活躍する場の確保
○交流活動の開催支援

【地区地域包括支援センター（ブランチ）】

介護予防と健康づくり（疾病予防・重症化予防）連動
○地区高齢者の生活習慣病の重症化防止（個別支援）
○地域へのフレイル予防の啓発普及

【市直営の強み】
●他課とのネットワー
ク、つなぎ
●他分野とのネット
ワーク
●各種施策との連動

健康課

介護福祉課

建築課（市営住宅）

税料金課

社会福祉協議会

NPO法人

民生児童委員

など

など

【相談支援事業所】

【機能】
障がいのある人
の相談窓口機能

指定先：市内６事業所

個別援助業務
○地区の障がいの
ある人の個別相
談・支援
○２４時間３６５日
緊急時等の対応

連携

教育委員会

子育て支援課

全世代型 加賀市版地域包括ケアシステムについて
ブランチ及び相談支援事業所が核となり、地域を住民と一体的に考え取り組む体制を
市の相談支援課がバックアップする体制を強化

バックアップ
（同行訪問やケース会議支援、研修会）

支援方針やつなぎ先の窓口
などの相談

医療機関

まちづくり
推進協議会

町内会 など

連携

18歳以上の
相談

18歳以下の相談
【子育て応援ステーション（子育て世代包括支援センター・子ども家庭支援拠点）】
〇妊産婦に関する相談 〇産後ケア 〇母子保健 〇乳幼児健診 〇医療的ケア児 〇障がい児支援
〇子育て支援 〇要保護児童等対策調整機関 〇児童虐待対応 など

連
携

連
携

本
人
、
家
族
、
地
域
、
関
係
機
関
等
か
ら
の
相
談


